
1 地域社会とともに進める安心と安らぎのまちづくり 頁
1－1 地域福祉・障がい者福祉の充実
1－1－1 地域福祉推進体制の強化・福祉サービス支援の適正化 住民福祉部 福祉課
1－2 高齢者福祉の充実
1－2－1 介護保険等地域支援事業の推進 住民福祉部 福祉課
1－2－2 高齢者の生きがいと健康づくり 住民福祉部 福祉課
1－3 児童福祉と次世代育成支援の充実
1－3－1 地域における子育ての支援（子どもの健やかな成長） 子育て支援課
1－4 保健・保険事業の推進
1－4－1 計画的・効率的な介護保険事業の推進 住民福祉部 福祉課
1－4－2 健康保険事業の推進 住民福祉部 健康保険課
1－5 町民の健康づくりと地域医療の充実
1－5－1 町民の健康づくり 住民福祉部 健康保険課
1－5－2 こども医療の充実 住民福祉部 健康保険課

2 力強く自立した農工商併進のまちづくり 頁
2－1 農業の振興
2－1－1 農業生産基盤（農業用水路）の整備 経済部 農政課
2－1－2 農業生産基盤（土地改良事業）の整備 経済部 農政課
2－1－3 経営感覚に優れた農業経営の推進 経済部 農政課
2－1－4 地域に適した農畜産物の生産と流通対策の推進 経済部 農政課
2－1－5 地域と環境に配慮した農業の推進 経済部 農政課
2－1－6 農地の保全と有効活用の推進 農業委員会
2－2 林業の振興
2－2－1 林業基盤の整備 経済部 農政課
2－2－2 森林が持つ多様な環境の保全と活用 経済部 農政課
2－3 商業の振興
2－3－1 商業環境基盤の整備と活性化の支援 経済部 商業観光課
2－4 工業の振興
2－4－1 工業の振興 経済部 企業誘致課
2－4－2 工業用水道の安定供給と公営企業の運営 工業用水道課

2－5 観光の振興
2－5－1 観光施設の整備 経済部 商業観光課
2－5－2 観光資源の開発とイベント振興 経済部 商業観光課

3 未来を拓くふるさとづくり
3－1 みんなの夢が叶う教育の実現
3－1－1 教育委員会活動の公表と政策評価 教育部 学校教育課
3－1－2 家庭・地域・学校の連携強化 教育部 学校教育課
3－1－3 幼・保、小、中、高の連携強化 教育部 学校教育課
3－2 就学前教育の振興
3－2－1 幼児期における教育の充実 教育部 学校教育課
3－3 学校教育の振興
3－3－1 確かな学力の育成 教育部 学校教育課
3－3－2 豊かな心をはぐくむ教育の充実 教育部 学校教育課
3－3－3 体育・健康教育の推進 教育部 学校教育課
3－3－4 良好な教育環境の整備 教育部 学校教育課
3－4 生涯学習の振興
3－4－1 生涯学習の充実 教育部 生涯学習課
3－4－2 公民館活動の推進 教育部 公民館
3－4－3 図書館の有効活用と充実 教育部 図書館
3－5 文化の振興
3－5－1 文化活動の活性化と文化財・伝統文化の保全と活動 教育部 生涯学習課
3－6 スポーツレクリエーションの振興
3－6－1 生活スポーツ「健康と楽しみのスポーツ」の推進 教育部 生涯学習課
3－6－2 競技スポーツ「夢と感動のスポーツ」の推進 教育部 生涯学習課
3－6－3 スポーツ基盤の整備 教育部 生涯学習課
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3－7 人権を尊重する地域社会の実現
3－7－1 地域社会における人権教育啓発の推進 総務部 人権推進課
3－7－2 福祉と人権のまちづくり推進 総務部 人権推進課
3－8 男女共同参画社会の実現
3－8－1 男女共同参画の促進 総務部 人権推進課
3－9 国際交流事業の推進
3－9－1 国際交流の推進 総務部 総合政策課

4 魅力的で快適な生活環境づくり
4－1 土地利用と都市計画の推進
4－1－1 秩序ある計画的土地利用の推進 土木部 都市計画課
4－2 地球環境との共生
4－2－1 自然環境の保全と活用 住民福祉部 環境保全課
4－2－2 水資源の保全と活用 住民福祉部 環境保全課
4－2－3 資源循環型社会の形成 住民福祉部 環境保全課
4－2－4 公害の防止と地球環境保全の促進 住民福祉部 環境保全課
4－3 道路網の整備
4－3－1 生活道路の整備・改善 土木部 建設課
4－3－2 幹線道路網の整備 土木部 建設課
4－3－3 農林道の整備 土木部 建設課
4－3－4 都市計画道路の整備 土木部 都市計画課
4－4 公共交通の維持
4－4－1 駅周辺の交通システムの整備 土木部 都市計画課
4－5 公園・緑地の整備
4－5－1 安全・安心な公園の整備 土木部 都市計画課
4－6 住宅の整備
4－6－1 公営住宅の整備 土木部 都市計画課
4－6－2 公営住宅の管理 住民福祉部 住民課
4－7 上下水道の整備
4－7－1 上水道の整備 住民福祉部 環境保全課
4－7－2 下水道の整備 土木部 下水道課
4－8 消防・防災の充実
4－8－1 消防・防災の推進 総務部 総務課
4－9 地域安全の充実
4－9－1 地域防犯体制の強化 総務部 総務課
4－9－2 交通安全施設整備の推進 総務部 総務課
4－9－3 交通安全教育・意識啓発の推進 総務部 総務課
4－9－4 消費生活の安全強化 総務部 総務課

5 改革と分権の時代の新たな行財政運営
5－1 行政運営の充実・強化
5－1－1 行財政改革の推進 総務部 総合政策課
5－1－2 行政の効率化 総務部 総務課
5－1－3 電子自治体の推進 総務部 総合政策課
5－1－4 職員の意識改革、定員管理 総務部 総務課
5－1－5 公正な入札契約事務 総務部 総務課
5－1－6 住民サービスの改善・向上 住民福祉部 住民課
5－1－7 広域行政の推進 総務部 総務課
5－2 財政運営の充実・強化
5－2－1 健全財政の運営 総務部 総合政策課
5－2－2 公有財産の適正管理 総務部 総務課
5－2－3 信頼される税務行政の運営及び自主財源の確保 総務部 税務課
5－3 情報の共有化による協働のまちづくり
5－3－1 協働によるまちづくりと行政運営 総務部 総合政策課
5－3－2 情報公開と情報発信の強化 総務部 総務課
5－3－3 議会情報の発信強化 議会事務局
5－4 地域コミュニティづくり
5－4－1 地域コミュニティの活性化 総務部 総合政策課



1 ‐ 1 ‐ 1

1 担当課

1 ‐ 1 担当者

千円 千円 千円 千円 2,645 千円 392,129 千円

現状値 24年度 26年度

単位:行政区

9 10 14

45.0% 50.0% 70.0%

単位:人

300 557 526

60.0% 100.0% 100.0%

単位:件

220 235 92

73.0% 78.3% 30.6%

単位:件

1,950 2,426 2,677

88.6% 100.0% 100.0%

単位:件

2,850 3,267 3,075

95.0% 100.0% 100.0%

1,638,556

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

達成度に対する担当課コメント

小地域福祉活動地区は増えてい
ません。昨年度策定した第２期
地域福祉計画（Ｈ27～Ｈ31年
度）により、今後の地域福祉を
推進する必要があります。

成果指標等

14

70.0%

基本事業名

施策の大綱

施　　策

基本事業を取り巻く現況と課題

福祉課

元田　正剛地域福祉・障がい者福祉の充実

60.0%50.0%

　誰もが安心・充実して健康に暮らせるためには、地域住民のネットワークの形成と適正な福祉サービスの活用が
必要であり、そのためのボランティアの育成・活用を、行政、社会福祉協議会、関係機関・社会福祉法人・団体と
連携を密にするとともに、適正な福祉サービスの提供が必要になります。
　生活様式の多様化、家族形態の変化、少子・高齢化、身体・知的・精神三障がい者の増加などにより、誰もが
「福祉サービス」を利用する可能性があります。全国一律の基準に基づいた福祉制度は、質、量から増大する要求
に、柔軟で効率的に応えられない状況です。

事務事業名

基本事業の目標

・地域住民、関係団体・施設・機関の関係者が協働して、積極的な住民参加による取り組みを推進し、「誰もが安
心・充実して健康に暮らせる」地域となる。
・各種の相談支援業務により、関係住民に必要な適正かつ効果的な福祉サービスが提供できている。

構成事務事業

社会福祉協議会補助事業、民生委員児童委員活動補助事業、心配ごと相談事業、災害時避難行動要支援
者支援事業、ひとり親家庭等医療費助成事業、障害福祉サービス事業、地域生活支援事業、補装具費給
付事業、自立支援医療費給付事業、重度心身障害者医療費助成事業、障害者相談支援事業、地域療育推
進事業、障害児支援費事業、障害者住宅改造助成事業、社会参加促進事業、災害救助費、老人福祉セン
ター運営事業、子ども手当（児童手当）支給事業、若草児童学園管理運営事業

成
果
指
標
②

25年度

513

27年度

12

20地域福祉活動に
取り組む行政区
の数 10

目標値

実績値

500

23年度

達成度

588

成
果
指
標
①

実績値

目標値

総事業費
27年度予算額

左の財源内訳

うち一般財源 国県補助金 一般財源起債 その他

26年度決算額

01,587,122 千円 1,243,782349,616

障がい者福祉
サービスの件数

100.0%

成
果
指
標
⑥

91.4% 100.0%

3,000

実績値

100.0%

2,743

目標値

目標値

100.0%

実績値

ひとり親家庭医
療費助成の件数

47.3%達成度

3,128

成
果
指
標
⑤

利用者数、利用量ともに増加傾
向にあります。実績値は平成２
６年度の件数です。3,410

各種相談に対す
る支援件数

成
果
指
標
③

達成度

平成２７年度　基本事業評価調書

成
果
指
標
④

地域福祉推進体制の強化・福祉サービス支援の適正化

地域社会とともに進める安心と安らぎのまちづくり

達成度

災害時要援護者
数

年々受給資格者が増加してお
り、今後も増加傾向にあると思
われます。実績値は平成２６年
度の件数です。

災害対策基本法の改正により
「避難行動要支援者」となり、
対象者が変わりました。実績値
はＨ27.9月末現在の同意人数で
す。

262

43.0%

100.0%

2,973

93.2%

130

87.3%

550

８０代の高齢の方の相談が増え
たことや、ある特定の人が何回
も相談に来たために件数が増え
ました。相談人数も増えていま
す。

実績値 2,051

達成度

142

目標値 300

2,758

100.0%

2,200

達成度

目標値

実績値



B 方向性 B

B 方向性 B

方向性

方向性

Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

A・B・C・D・E

達成度評価

達成度

A・B・C・D

達成度評価部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針)

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

A・B・C・D・E

『目標達成状況に対する総合的所見』

A・B・C・D

A・B・C・D

　第１期地域福祉計画・地域福祉活動計画
（Ｈ18～26年度）により取り組んできた小地
域福祉活動地区は、12地区（14行政区）で目
標の20地区にとどきませんでした。今後は第
２期計画（Ｈ27～31年度）により地域福祉の
推進が必要です。
　障がい者福祉については、相談支援事業に
よる個々の勘案すべき事項を把握し、サービ
ス等利用計画案により課題に対応したサービ
スの提供を行っています。

達成度評価担当課評価（達成度の確認と分析）

『今後の課題と取り組み方針』

　地域福祉については、第２期地域福祉計画・地域福祉活動計画
により、地区コミュニティ活動全般のなかで地域支え合いが深め
られるようよう、各地区の地域福祉推進委員、役場の地区担当職
員と連係し進めていきます。
　障がい福祉については、障がい者等支援の観点から、必要とさ
れる訪問系、日中活動系サービスの提供体制の確保を図ります。

A・B・C・D・E

高齢になっても、障害があっても、誰でもが、住み慣れた地域で、最後まで生活がおくれるためには、地域のつな
がり、支えあいなど地域の共助、互助といった地域力を高める取組みが必要である。このような地域づくりのた
め、小地域福祉活動地区を推進してきたが、今後、更に進めていくため、行政区単位から組単位へ、地域福祉推進
員をはじめサポーターの養成、ボランティア、ＮＰＯなどの活用など幅広い対応を検討したい。また、災害時の避
難行動要支援者名簿の作成が義務付けられているが、情報共有のため多くの同意の取得を進め、又、具体的な支援
のために、地域における自主防災組織や防災リーダー等の協力が不可欠であり、その面でも地域コミュニティづく
りに取組んでいく必要があると考えている。

外部評価（評価委員会の意見）



（単位：千円）

１-１-１
社会福祉協議会補助
金（運営費・地域福祉
推進事業等）

福祉課

　大津町社会福祉協議会の運営及び地域福祉推
進事業等に要する経費に対し補助を行う。
・運営費補助　・福祉活動専門員
・ボランティアコーディネーター　・地域福祉権利擁
護推進員
・地域福祉活動コーディネーター

41,815

１-１-１
民生児童委員活動補
助金

福祉課
　大津町民生委員児童委員協議会の活動に要する
経費に対し補助を行う。

10,279

１-１-１心配ごと相談事業 福祉課

　複雑な社会情勢、経済情勢の中で、住民の生活、
福祉等における様々な問題、課題等があり、住民
の不安を取り除き、問題等の解決を図るための相
談事業を行う。

452

１-１-１
ひとり親家庭等医療費
助成事業

福祉課
　ひとり親家庭等における医療費の一部を補助する
ことにより、その家庭の経済的負担の軽減を図る。

5,789

１-１-１
コミュニケーション支援
事業　(地域生活支援
事業）

福祉課

　障害者自立支援法の施行に伴う、平成18年10月
からの市町村実施事業。
　意志疎通を図ることに支障がある聴覚障害者等
に手話通訳、要約筆記等の方法により、その他の
者との意思疎通を仲介するサービス｡また、平成25
年度から手話奉仕員養成研修事業を実施。

2,461

１-１-１
自立支援医療給付事
業(更生医療）

福祉課

　原因となる疾病が治癒した後に残された機能障害
に対し、日常生活を営んでいく上で、便利なように障
害を軽くしたり、回復させたりする手術を行うなど、
更生するための必要な医療を行う。

16,045

１-１-１
重度心身障害者医療
費助成事業

福祉課
　重度の心身障害者を対象に医療費の助成を行
う。

44,000

１-１-１
身体障害者日常生活
用具給付等事業(地域
生活支援事業)

福祉課
障害程度に応じた日常生活用具（入浴補助用具、
排泄管理支援用具等）を契約業者を通じて給付を
行う。

4,500

１-１-１
移動支援事業(地域生
活支援事業)

福祉課
（平成18年10月からの事業）
　屋外での移動が困難な障害者等を対象に、外出
のための支援を行う。

960

１-１-１
身体障害者補装具給
付事業

福祉課

　身体の失われた部分や思うように動かすことがで
きない障害の部分を補い、日常生活や職業生活を
しやすくするために必要な用具を給付・修理を行っ
ている。

7,000

１-１-１
障害者住宅改造助成
事業

福祉課
　在宅の重度心身障害者の住宅環境の改善を図る
ため段差解消や玄関や浴室、台所便所などの改造
費用の一部を助成する。

700

１-１-１
地域活動支援センター
事業(地域生活支援事
業）

福祉課 　圏域で、４箇所の事業所に事業の委託を行う。 5,353

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算



１-１-１地域療育推進事業 福祉課
　在宅支援センター“輝なっせ”に地域療育センター
事業を委託する。

614

１-１-１障害者相談支援事業 福祉課

　障害者などからの相談に応じ、必要な情報の提供
や障害福祉サービスの利用等について必要な助
言、支援を行なうとともに、虐待の防止その発見の
ための関係機関との連絡調整、その他障害者など
の権利擁護のために必要な相談支援を行う。

6,641

１-１-１
日中一時支援事業（地
域生活支援事業）

福祉課

（平成１８年１０月からの事業）
　申請を受け、決定通知書を発行。登録した事業所
の利用に応じ、事業所へ利用料を支払う。
　一時的に見守り等の支援が必要な障害のある人
に、日中における活動の場を提供し、見守り、社会
に適応するための日常的な訓練を行うことで、その
家族の就労及び一時的な休息を支援する。

8,400

１-１-１
老人福祉センター運営
事業

福祉課

　老人に対し各種の相談に応じるとともに、健康の
増進、教養の向上及びレクリエーションのための便
宜を総合的に付与する施設として設置されている大
津町老人福祉センターの施設管理運営を行う。

10,326

１-１-１
障害福祉サービス事
業

福祉課

（平成１８年１０月からの事業）
　障害区分や支給量を決定。利用したサービスの費
用の一割を利用者が負担。残りを町が事業主に支
払う。
　Ｈ２５年度から難病患者が対象に追加。
　・居宅介護
　・施設入所
・就労移行支援 等

594,684

１-１-１児童手当支給事業 福祉課
　子育て支援として、中学校修了前の児童の父母な
どの養育者に対して、手当を支給することにより、生
活の安定及び児童の健全育成資質の向上を図る。

760,031

１-１-１
更生保護女性会補助
金

福祉課

　「大津町更生保護女性会」の活動に要する経費に
対し補助を行う。同会は、法務省保護観察所が管
理しているボランティア団体。国からの補助金等は
ない。菊池市・合志市・菊陽町いずれも組織があり、
熊本県内を３９ブロックに分け、全域を網羅するよう
に組織されている。

40

１-１-１
身体障害者福祉会補
助金

福祉課
　大津町身体障害者福祉会の活動に要する経費に
対し補助を行う。

40

１-１-１障害児支援費事業 福祉課

（平成24年4月からの事業）
　希望するサービスの支給量を決定。利用したサー
ビスの費用の一割を利用者（保護者）が負担。残り
を町が事業主に支払う。
　・児童発達支援
　・放課後等デイサービス

56,946

１-１-１
災害時避難行動要支
援者支援事業

福祉課

　災害時避難行動要支援者の避難支援等を的確に
行うために、避難行動要支援者名簿の作成・更新を
行い、要支援者の情報を関係者が共有することに
より、大規模災害時における避難支援体制や避難
後のケアを適切に行う体制を整備する。

492



１-１-１
菊池地域精神保健希
望の会助成金

福祉課
　菊池保健所管内の患者家族で構成されている菊
池地域精神保健希望の会の活動に要する経費に
対し助成を行う。

27

１-１-１
若草児童学園管理運
営事業

福祉課

・知的障害児を入所保護し、自立支援、生活支援を
行うとともに、集団生活を通して、入所児童の日常
生活における保健衛生並びに生活指導を行う。
・平成２０年４月から指定管理者制度を導入し、社
会福祉法人「秋桜会」に管理運営を委託した。
・福祉サービス第三者評価を実施した。

1

１-１-１
社会福祉総務費(事務
費）

福祉課

・民生委員推せん会開催のための報酬、費用弁
償。生活保護相談訪問や地域福祉推進における時
間外勤務手当・研修旅費、更生保護にかかる負担
金・補助金などの援護関係にかかる事務経費。

8,182

１-１-１
総務費(障害関係事務
費）

福祉課
障害関係における時間外勤務手当、相談事業謝
礼、通信運搬費、負担金・補助金等の事務費。

2,741

１-１-１社会参加促進事業 福祉課
障害者自動車運転免許取得・改造助成事業を実施
し、障害者に対して、自動車運転免許の取得及び
自動車の改造に要する経費の一部を助成する。

200

１-１-１
難聴児補聴器購入費
助成事業

福祉課
軽度・中度の難聴障害がある児童に対し、補聴器
の購入費の助成を行う。

212

１-１-１
自立支援医療（育成医
療）給付事業

福祉課
身体に障害のある児童や今後障害を残す恐れのあ
る児童で確実な治療効果が期待し得るものに対し、
必要な医療や補装具の給付を行う事業

1,304

１-１-１
成年後見制度利用支
援事業（地域生活支援
事業）

福祉課

親族が後見開始の審判の請求を行わない場合で、
かつ障害者の権利擁護のため成年後見制度の利
用が必要と認められる場合に、町長が後見開始の
審判の請求を行う。

400

１-１-１
訪問入浴サービス事
業　(地域生活支援事
業）

福祉課
（平成２５年度からの事業）
申請を受け、決定通知書を発行。登録事業所の利
用に応じ、事業所へ利用料を支払う。

2,250

１-１-１災害救助費 福祉課
大津町災害見舞金支給要綱に基づき、住民が風水
害や火災等で被害を受けた際に見舞金を支給す
る。

200

１-１-１臨時福祉給付金事業 福祉課
平成26年4月からの消費税率引き上げに伴い、低
所得者への負担軽減策として、臨時的に給付金を
支給する。

45,451

１-１-１
理解促進研修・啓発事
業

福祉課
障害者に対する理解促進や啓発を目的とした広報
等を行う。

20



1 ‐ 2 ‐ 1

1 担当課

1 ‐ 2 担当者

千円 千円 千円 千円 71,705 千円 13,652 千円

現状値 24年度 26年度

単位:％

31 72.06 62.14

44 102.0% 88.7%

単位:％

0 93 100

0 93.0% 100.0%

単位:％

67.3 75 78.0

84.1 97.3% 97.5%

実績値

実績値

成
果
指
標
④

平成２７年度　基本事業評価調書

相談に満足した
割合

114,188

介護保険等地域支援事業の推進

達成度に対する担当課コメント

0

27年度

63.2

実績値

達成度

目標値

達成度

88.1% 100.0%

70.5

目標値

達成度

80

72.9

　平成27年3月末現在要支援認定者数
218人。要介護認定者数976人施設利
用者は239人である。今後も在宅中心
の支援が必要である。（有料老人
ホーム等に入所されている方は在宅
扱いになります。）

80.5

成
果
指
標
③

　要支援１の維持改善率は40％
55人中22人維持、改善0人、要支
援2の維持改善率は70.63%で143
人中88人維持、13人改善であ
る。自立支援を目標に今後も事
業取り組みたい。（27年度は26
年度実績）

88.7%

70

89.0%

2次予防事業対象
者から一般高齢
者へ移行した割
合（要支援１・
２の維持改善
率）

総事業費

　平成24年度は6月・7月にてアン
ケート調査実施。平成25年度はアン
ケート調査未実施。平成27年度は10
月～12月で調査中。来所相談に来ら
れた方にアンケート調査。

うち一般財源

9,710

達成度

成果指標等

　町の介護認定者は平成25年度末（1131人）から平成26年度末（1194人）を比較すると、この1年間で63
人増加しています。認定者の約２割が要支援1.2の方である。今後高齢者が要支援状態になる前からの介
護予防をいかに推進していくのか、地域における包括的・継続的なケアマネジメント機能をどのように強
化し、高齢者の心身の健康の保持及び生活の安定に必要な援助をいかに行っていくかが課題である。要介
護の原因としては、脳血管疾患の他、高齢による衰弱、転倒骨折、認知症、関節疾患といった生活機能の
低下を来たす疾患・状態「廃用症候群」が多くを占めている。大津町は「廃用症候群」の状態にある高齢
者が多く、早期の段階から予防対策をとっていく必要があります。また、住民からの高齢者虐待、権利擁
護相談、認知症やその他の相談を総合的に受け訪問し実態把握を行い、必要なサービスにつなぐよう支援
を実施している。平成25年度の相談件数は1293件平成26年度は1468件です。大津町の認知症高齢者も増加
しています。平成18年度から平成25年度を見ると1.6倍となります。573人→936人。地域ケア会議、生活
支援整備、在宅医療連携を中心にして各関係機関等さまざまなインフォーマルサービスとの連携が必要で
ある。

国県補助金 起債

62.12

事務事業名

成
果
指
標
①

28,831千円95,672

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

23年度 25年度

100

27年度予算額

要介護高齢者の
在宅割合

高齢者福祉の充実

一般財源その他(支払基金+保険料）

91.1%

・高齢者が多様な相談に対応してもらい、意欲を持って介護予防に取り組み、要支援状態になっても自宅でも施設
でも途切れることなく一貫して支援が受けられ、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる。

構成事務事業

26年度決算額 左の財源内訳

【地域支援事業】
・２次予防事業対象者把握事業　・通所型介護予防事業　・訪問型介護予防事業
・介護予防はつらつ元気づくり事業　・生活管理指導員派遣事業・総合相談事業　・成年後見制度支援
事業　・食の自立支援事業・ほっとライン体制整備事業　・包括的支援事業

目標値

実績値

目標値

62.34

90.3

成
果
指
標
②

基本事業名

施策の大綱

施　　策

基本事業を取り巻く現況と課題

福祉課

鍋島景子

地域社会とともに進める安心と安らぎのまちづくり



B 方向性 B

B 方向性 A

方向性

方向性

Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

　自立支援の考え方、インフォーマルサービスの利用を住民に理解
して頂き介護保険の利用についての支援を行う。
　高齢者の多様な相談に対応し、自らが意欲を持って介護予防に取
り組み、要支援状態になっても自宅でも施設でも途切れることなく
一貫して支援が受けられ、住み慣れた地域で安心して暮らし続ける
ことができる様に継続的な支援を行う。
以上の事を踏まえて、平成28年度からの総合事業転換に向けて、地
域ケア会議の充実、生活支援サービスの充実、在宅医療連携の充実
に重点を置いて取り組みを行う。

達成度

達成度評価 A・B・C・D

達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

A・B・C・D・E

  高齢化の進行や住民ニーズの多様化、単身・高齢者世帯の増加への対応など、緊急の課題も多くなってきてい
る。このような中、「高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らし続ける事ができる」様にするためには医療、介
護、予防、住まい、生活支援サービス等を対象者に対し、適切に切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」
（団塊の世代が75歳以上となる2025年をめどに、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を人生の最後まで続けられることが出来る様に、医療、介護、予防、住まい、生活支援が一体的に提供されるシス
テム）が求められている。
　平成28年度から訪問介護・通所介護が総合事業として市町村に移管されるために、これまで以上の介護保険係と
の連携が必要であり、介護予防への取り組みの見える化（住民に町の取り組み、住民の今後の状況が視覚的にわか
るようにすること）が必要である。64歳までの健康づくり事業と65歳以上の介護予防事業を適正に推進するために
これまで以上に住民福祉部内での連携が不可欠である。
　以上の事からも町、社会福祉法人、医療法人、民間等との連携が今後の高齢化社会を乗り切る上では必要不可欠
である。

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針)

A・B・C・D

要支援1.2に対するサービス量の低下に伴う区
分変更、入院からの区分変更、状態の悪化に
よる要介護等があり要支援1.2の維持改善率は
横ばいである。要介護高齢者の在宅割合も増
加傾向であることから、介護予防事業、現行
の生活支援サービスが一定の効果を発揮して
いると思われる。

『目標達成状況に対する総合的所見』 『今後の課題と取り組み方針』

担当課評価（達成度の確認と分析） 達成度評価 A・B・C・D・E



（単位：千円）

１-２-１
介護予防型ミニデイふ
れあい事業

福祉課
地域の集会所等でデイサービスを行い、介護予防
を図る。

6,505

１-２-１
介護予防はつらつ元
気づくり事業

福祉課

　１人暮らしの高齢者等に対し、通所の方法により
日常動作訓練（運動機能改善、口腔機能改善、栄
養改善、認知症予防訓練）や入浴・給食サービスを
行い、生きがい活動に参加する機会を提供し、自立
した健康生活を送ることができるよう支援する。

16,450

１-２-１
ほっとライン体制整備
事業

福祉課

　１人暮らし等の高齢者等に緊急通報装置を貸与
し、専門員が24時間365日体制で、急病や災害等の
緊急時に対応できるようにする。
（地域支援事業の任意事業）

4,634

１-２-１高齢者外出支援事業 福祉課
　心身の障害及び傷病等により、一般の交通機関
を利用することが困難な高齢者に対して、タクシー
料金の一部を助成する。

2,568

１-２-１
生活管理指導員派遣
事業

福祉課
　身体が虚弱等のために日常生活を営むのに支障
がある高齢者に対し、生活管理指導員を派遣する。
(地域支援事業の介護予防事業）

4,584

１-２-１食の自立支援事業 福祉課

　調理ができない又は困難な高齢者に対し週１～３
回給食を配達することにより、食生活の改善と健康
増進を図り、在宅での自立支援に資する。(地域支
援事業の任意事業）

4,968

１-２-１包括的支援事業 福祉課

①介護予防ケアマネジメント事業
②総合相談・支援事業
③権利擁護事業
④包括的・継続的マネジメント支援事業(地域支援
事業の包括的支援事業）

56,215

１-２-１
成年後見制度利用支
援事業

福祉課

　認知症や知的障害等により判断能力が不十分
で、成年後見制度の利用が必要だが後見開始の審
判請求を申し立てる者がいない場合に町長が申し
立てる。また、後見人等の報酬について、被後見人
等の財産状況に応じて報酬の全部又は一部を助成
する。(地域支援事業の任意事業）

64

１-２-１通所型介護予防事業 福祉課

　①運動教室4教室：1教室14回コース（25人×4教
室）②口腔栄養教室3教室：1教室6回コース（20人
×3教室）③フォローアップ教室4教室1教室3回コー
ス（25人×3教室）④フットケア教室1教室：4回コース
（25人×1教室）

6,116

１-２-１
介護予防事業（１次予
防）

福祉課

介護予防教室(3B体操及び太極拳・・・楽善ふれあ
いプラザで月1回実施）、健康指導の実施（ミニデイ
での健康相談、情報発信）、介護防サポーターの育
成等の実施
①介護予防健診
②地域介護予防支援事業
③介護予防普及啓発事業

2,797

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算



１-２-１
２次予防事業対象者
把握事業

福祉課

　65歳以上の高齢者に対し基本チェックリストを記
載してもらい、その後必要な方に健診を受診させ、
生活機能評価を行い、2次予防事業対象者の決定
を行う。

0

１-２-１
生活管理指導短期宿
泊事業

福祉課
　対象者を養護老人ホームに短期間宿泊させ、日
常生活の指導支援を行い、高齢者の福祉の向上及
び介護予防を図る。

107

１-２-１
老人日常生活用具給
付等事業

福祉課
電磁調理器、火災警報器、自動消火器の給付及び
老人用電話の貸与。

1



1 ‐ 2 ‐ 2

1 担当課

1 ‐ 2 担当者

千円 千円 千円 千円 13,124 千円 83,851 千円

現状値 24年度 26年度

単位:人

231 220 256

96.3% 91.6% 106.7%

単位:人

1,293 1,104 918

99.5% 84.9% 70.6%

達成度

達成度

平成２７年度　基本事業評価調書

成
果
指
標
④ 達成度

実績値

成
果
指
標
③

目標値

老人クラブ内の高齢化による会
員離れや新規加入者の確保が困
難な状況にあり、会員全体が減
少傾向にあるが、一部の地域で
組織の復活が見られる。

達成度

97.1%

営業努力により受注契約金額が上昇
し、会員数においても目標値を上回
る状況である。今後もニーズに対
し、会員確保と経営の安定に寄与す
ることが求められる。

シルバー人材セ
ンター正会員数

成
果
指
標
⑤

目標値

目標値

実績値

実績値

老人クラブ会員
数

目標値

目標値

実績値

目標値

実績値

達成度

実績値

成
果
指
標
⑥

110.4%

25年度

96.6%

240

230

27年度

74.5%

1,300

968

265

935

71.9%

1,273

232

97.9%達成度

成
果
指
標
①

成
果
指
標
②

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

成果指標等

国県補助金

23年度

千円

総事業費 うち一般財源

95,509

達成度に対する担当課コメント

齊藤　孝浩高齢者福祉の充実

・老人クラブ運営補助事業　・敬老事業　・金婚表彰事業　・老人保護措置事業
・シルバー人材センター育成事業　・高齢者生きがいセンター指定管理委託
・生活管理指導短期宿泊事業

基本事業の目標

・地域社会の担い手の一員として、高齢者がこれまで培ってきた能力や経験を活かしていくことが必要です。その
ためには、ボランティア活動をはじめとする高齢者の様々な地域活動や仲間づくりが広がり、高齢者が社会参加で
きている。

事務事業名

高齢者の生きがいと健康づくり

地域社会とともに進める安心と安らぎのまちづくり

構成事務事業

基本事業名

施策の大綱

施　　策

基本事業を取り巻く現況と課題

福祉課

　わが国がこれまで経験したことがない高齢化による高齢者人口が増加する中、その人材と能力を活用し、社会参
加による生きがいづくりができる仕組みが求められています。
　高齢者がいきいきと生活するためには、健康づくりが大切な要素である。多くの町民が健康づくりに頑張る環境
づくりを整える必要があります。
　高齢者の社会参加は、地域の老人クラブや公民館の高齢者大学や各種講座、更に介護予防事業のボランティアな
どを通してなされている。また、シルバー人材センターに登録することで、高齢者の経験と能力を活用できる機会
を提供しています。

左の財源内訳

97,448

26年度決算額

起債

473

27年度予算額

82,465

一般財源その他



B 方向性 B

方向性

方向性

A・B・C・D

　高齢者が健康で生きがいのある生活を送るため、生涯学習事業や
その他の事業との連携を図り、高齢者の能力や経験が地域で活用で
きるような仕組みを推進していく必要がある。
　老人クラブについては会員数の減少が懸念されるが、自分の健康
と地域に貢献できる喜びをいかに理解していただけるかが課題とな
る。

担当課評価（達成度の確認と分析）

達成度評価

『目標達成状況に対する総合的所見』 『今後の課題と取り組み方針』

　リーマンショック以降の経済低迷により減
少したシルバー人材センターへの受注は、セ
ンターの営業努力により上昇に転じ、会員数
の増加や仕事の確保、経営の安定に寄与して
いる。
　老人クラブの会員数は、新規の加入が困難
な状況のなか、役員の成り手がいないことや
クラブ内の高齢化等の問題を抱えている。一
部の地域で組織復活の状況が見られるが、引
き続き老人クラブの魅力ある活動について理
解と協力を求める必要がある。

方向性

Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

達成度

A・B・C・D・E

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

　団塊の世代が７５歳になる２０２５年(平成３７年)問題が、町でも大きな課題である。高齢人口の急激な増加に
伴い、認知症高齢者や独居世帯が増え、介護給付費や医療費も増加をせざるを得ないが、その伸びを少しでも抑え
ることが急務である。
　医療機関や介護事業所等の関係機関との連携は元より、高齢者になっても社会参加ができる、出かける場所があ
るなど、生きがいがある身近な地域での取り組みも重要である。老人クラブの会員数が減少しているなか、隣り近
所の助け合いや地域づくりと共にボランティア活動を通じた高齢者の生きがづくりに取り組めるよう、側面から支
援し、会員数の増加を図る必要がある。

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針) A・B・C・D・E

外部評価（評価委員会の意見） A・B・C・D達成度評価

A・B・C・D・EA・B・C・D達成度評価



（単位：千円）

１-２-２敬老事業 福祉課

①敬老祝金‥100歳長寿者へ祝金を贈呈し、長寿
者へ敬意を示すとともに町民の敬老思想を高める。
②敬老事業記念品‥高齢者のスポーツ・文化事業
を促進し、生きがいづくりを推進する。

824

１-２-２金婚表彰事業 福祉課

　熊本日日新聞社が行う事業に併せて町も記念品
等を贈呈し、長年苦楽をともにしてきた金婚夫婦を
祝うとともに、町民みんなが金婚と敬老の意を表す
る。

388

１-２-２老人保護措置事業 福祉課

　居宅で生活するのが困難な高齢者を、菊池圏域
老人ホーム合同入所判定委員会に諮り、養護老人
ホーム等へ入所措置し、生活を送れるようにする。
平成23年4月よりすぎなみ園を民営化した。

84,955

１-２-２
老人クラブ運営補助事
業

福祉課

　大津町老人クラブ連合会や各単位老人クラブ活動
に補助金を交付することにより、高齢者の知識や技
術等を活かした地域貢献活動や健康づくり、及び生
きがいづくり活動を推進し、高齢者の介護予防を促
進する。

3,031

１-２-２
シルバー人材センター
育成事業

福祉課
　シルバー人材センターの管理運営費に補助をし
て、高齢者の働く場の提供を推進し、生きがいづくり
に役立てる。

8,130

１-２-２
高齢者生きがいセン
ター指定管理委託事
業

福祉課

　指定管理者が高齢者生きがいセンターの設置目
的にあるシルバー人材センターに関する事業を始
め、生きがいづくりも併せた事業を展開できるように
するために大津町高齢者生きがいセンターを指定
管理委託する。

120

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算



1 ‐ 4 ‐ 1

1 担当課

1 ‐ 4 担当者

千円 千円 千円 千円 1,059,359 千円 351,019 千円

現状値 24年度 26年度

単位:％

71.3 74.0 77.2

95.1% 98.7% 102.9%

利用している介
護サービスの満
足度

達成度

達成度

平成２７年度　基本事業評価調書

成
果
指
標
④ 達成度

実績値

成
果
指
標
③

目標値

達成度

達成度

実績値

目標値

成
果
指
標
①

成
果
指
標
②

目標値

実績値

実績値

目標値

目標値

実績値

成
果
指
標
⑤

目標値

実績値

98.7%

平成２５年１２月に実施したア
ンケート方式による実態調査に
よる。サービスの充実によるも
のと思われる。

2,151,789

達成度に対する担当課コメント

成
果
指
標
⑥

102.9%

25年度

98.7%

７５

74.0

27年度

77.274.0

達成度

齊藤　孝浩保健・保険事業の推進

・介護保険特別会計　・楽善ふれあいプラザ指定管理委託事業　・家族介護用品支給事業
・介護保険住宅改修申請支援事業　・高齢者住宅改造助成事業

基本事業の目標
・ 健康が一番。
・ 介護が必要になったとき、必要な介護サービスを受け居宅で自立した生活が継続できる。
・ 施設入所となったときでも、利用者が尊重される質の高いサービスが利用できる。

事務事業名

計画的・効率的な介護保険事業の推進

地域社会とともに進める安心と安らぎのまちづくり

構成事務事業

基本事業名

施策の大綱

施　　策

基本事業を取り巻く現況と課題

福祉課

・ 介護保険給付費は、平成19～21年度は対前年比プラス8～9%の高い伸びとなりましたが、22～23年度はほぼ横ば
いの状況で、給付費の急激な増加は、第3期の介護保険料基準額4,100円を第4期4,800円に押し上げましたが、第5期
は5,100円と上昇したものの前回ほどの伸びとはなりませんでした。平成24～26年度は再び増加傾向に転じ、プラス
5～6%の対前年比となっています。第6期事業計画では高齢者の増加や認知症高齢者の増加、特養の待機者が見込ま
れること等から介護保険料基準額は5,600円となりました。給付費の増加は、住民の負担が増加することに繋がりま
す。平成29年度までに実施される新しい地域支援事業を活用しながら、介護保険制度上でサービスの充実と、運営
面での安定を図りつつ、給付費と保険料の上昇をいかに抑制するかが課題です。
・ 平成12年から始まった介護保険制度は、今年で14年を経過し、国においても平成27年度からの大幅な制度の見直
しが行われています。
・ 保険医療サービス及び福祉サービスは、多様な事業者又は施設から、被保険者の選択に基づき提供され、要介護
又は要支援者の心身の状況やその置かれている環境に応じ必要なサービスが提供されます。

左の財源内訳

2,284,612

26年度決算額

起債

874,234

27年度予算額

322,985

一般財源その他

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

成果指標等

国県補助金

23年度

千円

総事業費 うち一般財源



B 方向性 B

方向性

方向性

達成度評価

『目標達成状況に対する総合的所見』 『今後の課題と取り組み方針』

　介護保険事業計画により、地域密着型サービス事
業所として、平成20年度に小規模多機能型居宅介護
を1箇所、グループホーム1箇所、平成21年度にグ
ループホーム1箇所、平成22年度に認知症対応型通
所介護を2箇所開設し、平成24年度には3箇所目とな
るグループホームを開設した。第6期計画では、グ
ループホームを1箇と地域密着型で初めての特別養
護老人ホームを1箇所整備する予定であり、介護事
業者の事業展開による介護サービスの充実が図られ
ている。一方で介護給付費が増加により介護保険料
の負担に繋がってくるため、サービスと負担のバラ
ンスを図る必要がある。

方向性

Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

達成度

A・B・C・D・E

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

　第6期の介護保険事業計画を策定し、高齢者等の伸びにより今期も介護保険料が引き上げとなっている。今後、住
まいを中心に医療・介護・予防・生活支援が一体的に切れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」の構築を目
指さなくてはならない。第6期計画では、2025年に向けて在宅医療・介護連携等の取り組みを本格化することを掲げ
ており、具体的には、医療と介護の連携、認知症施策、介護予防・生活支援等に新たに取り組むこととしている。
　今後、健康寿命を如何に伸ばしていくかが課題であり、その為には介護予防にさらに取り組む必要があり、医師
会・医療機関、介護事業所、社協、ＮＰＯやボランティア、そして元気な高齢者などのいろいろな資源の活用と連
携により推進していきたい。

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針) A・B・C・D・E

外部評価（評価委員会の意見） A・B・C・D達成度評価

A・B・C・D

　平成26年年度に第6期介護保険事業計画を策定した結果、事業に
必要な保険料基準額は、5,600円となった。給付費は、高齢化の進
展と共に増加を続けているが、経済低迷の長期化等により財源の根
幹である保険料収入は伸び悩んでおり、介護保険料を支払う高齢者
にとって負担となっている。しかしながら超高齢化社会を迎えた今
日、団塊の世代が75歳となる2025年を見据えながら、今後増え続け
る給付費をどの様に抑えていくのかが課題となり、介護予防は基よ
り更に医療部門との連携を図る必要がある。

A・B・C・D・EA・B・C・D達成度評価担当課評価（達成度の確認と分析）

前年度　評価委員会の意見【福祉課】

・団塊世代の高齢化と地域づくりは切り離せないものと見込まれる中、この世代に焦点を当てた行政とNPO団体等と
の連携した健康づくりプログラムの研究等が、必要ではないかと思われる。

・健康づくりと医療支援（予防医学、介護予防）を、広報活動等を通じて広く知らしめる認知度を高める等の一層
の努力が求められる。

・小地域福祉活動は地域の皆さんの福祉への理解と地域づくりに大いに役立っている。スタッフの皆さんに感謝し
ています。しかし、地区が増えればサポートスタッフに負担はかかってくるので、体制の強化や人員の配置は難し
い問題だが、組織として分担してくれればと思う。

・高齢化がすすみ、福祉関連の予算が増えるなか「ムダ」を省く努力も必要なのでは。ボランティア等も生きがい
作りも感謝され、あるいは自分自身の収入につながれば、もっと健康づくりにも関心が集まり、結果的に医療費削
減になるのでは。



（単位：千円）

１-４-１介護保険特別会計 福祉課

　介護保険は、介護を要する状態となっても、できる
限り、自宅で自立した日常生活を営めるように、真
に必要な介護サービスを総合的・一体的に提供でき
る仕組みです。そのための、介護保険料賦課徴収
事務の他、介護認定申請の受付から介護給付費支
払まで一連の事務事業を行うものです。

2,279,477

１-４-１
楽善ふれあいプラザ指
定管理委託事業

福祉課 　大津町楽善ふれあいプラザを指定管理委託する。 465

１-４-１
家族介護用品支給事
業

福祉課
　高齢者を在宅で介護している家族に対し、紙おむ
つ等の介護用品を給付することで、家族介護者を支
援し、在宅福祉の増進に寄与する。

3,960

１-４-１
介護保険住宅改修申
請支援事業

福祉課

　介護サービスに住宅改修があるが、改修のみの
申請についてケアプラン作成料は介護給付の対象
外となるので１件当たり２，０００円を作成事業者に
助成を行う。

10

１-４-１
介護保険特別会計繰
出金

福祉課

　介護保険は、介護を要する状態となっても、できる
限り、自宅で自立した日常生活を営めるように、真
に必要な介護サービスを総合的・一体的に提供でき
る仕組みである。そのための、介護保険料賦課徴
収事務の他、介護認定申請の受付から介護給付費
支払まで一連の事務事業を行えるよう一般会計か
ら介護保険特別会計へ予算を繰出すもの。

349,421

１-４-１
高齢者住宅改造助成
事業

福祉課
　在宅の要介護等高齢者の住宅環境の改善を図る
ため段差解消や玄関や浴室、台所便所などの改造
費用の一部を助成する。

700

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算



1 ‐ 4 ‐ 2

1 担当課

1 ‐ 4 担当者

千円 千円 千円 千円 7,587 千円 27,174 千円

現状値 24年度 26年度

単位:％

39 37.8 40.0

65.0% 63.0% 66.7%

単位:％

25.3 30.7 52.3

42.2 51.2% 87.2%

単位:％

11.49 10.0 13.41

39.6 34.5% 46.2%

特定健診の受診は生活習慣病の
重症化予防のために有効な手段
であり、受診率の向上に努めて
います。昨年度は、天候不良に
より、２回、集団検診の中止・
振替を行いました。

60

達成度

千円 7,64423,721

64.8%

・町民（国民健康保険被保険者）の健康寿命を延伸する。

構成事務事業

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

037,272

目標値

実績値 41.1

42,405

国県補助金 起債 その他 一般財源

事務事業名

成
果
指
標
①

26年度決算額 左の財源内訳

・特定健診、特定保健指導事業　・国民健康保険健診事業（人間ドック）
・国民健康保険保健事業（鍼灸施術補助）
・後期高齢者医療健診事業　・後期高齢者医療保健事業（鍼灸施術補助）

27年度予算額
総事業費 うち一般財源

基本事業の目標

基本事業名

施策の大綱

施　　策

基本事業を取り巻く現況と課題

健康保険課

大塚　昌憲保健・保険事業の推進

　市町村が主体となって運営している国民健康保険は、年齢構成が比較的高いことや景気の低迷による保険料収納
の伸び悩みなど構造的な課題を抱えています。大津町でも、６５歳以上の世代（前期高齢者）の人口が増加してお
り、高齢化の進展や生活習慣病の増加、さらに医療技術の進歩などに伴い医療費の増加がつづいており、国民健康
保険財政上の課題となっております。
　また、後期高齢者医療保険についても、高齢化の進行により被保険者数の増加が続いており、医療費の増加が懸
念されています。

後期高齢者健診
の受診率

69.7% 68.5%

成果指標等

目標値

34.4実績値 43.3

14.05

72.2%

25年度

平成２７年度　基本事業評価調書

成
果
指
標
④

健康保険事業の推進

地域社会とともに進める安心と安らぎのまちづくり

65.0%

成
果
指
標
③

達成度 57.3%

成
果
指
標
②

34.6%

特定保健指導の
実施率

目標値

達成度

実績値

実績値

達成度

達成度に対する担当課コメント

特定健診の受診
率

38.941.8

27年度23年度

成
果
指
標
⑤

後期高齢者の場合、病院での受
診機会が多く、健診の受診を敬
遠される傾向があります。一方
で、定期的な健診を受診される
方もおり、人間ドックの助成な
ど、受診機会の確保を図りま
す

29

14.60

50.3%48.5%

特定健診後の特定保健指導につ
いては、委託方式で行っていま
す。指導の実効性と継続性の観
点から、指導の効果を検証し、
より有効な保健指導につながる
よう努めていきます。

達成度

実績値

目標値

10.04

目標値

39.0

60



C 方向性 B

B 方向性 B

方向性

A・B・C・D・E担当課評価（達成度の確認と分析） A・B・C・D達成度評価

方向性

Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

『目標達成状況に対する総合的所見』 『今後の課題と取り組み方針』

達成度評価

外部評価（評価委員会の意見） A・B・C・D・E

生活習慣病は、主に内臓脂肪の蓄積に起因するものであり、心疾
患、脳血管疾患等の発症リスクが高くなります。そこでメタボリッ
クシンドロームの概念に基づいた特定健診の受診率を高めること
で、その該当者、予備軍を把握し、特定保健指導で生活習慣病やそ
の重症化リスクの低減を図ります。また、健診結果をもとに、糖尿
病の重症化予防対象者（ハイリスク者）については、保健師、栄養
士による個別面談・訪問指導を行うことで、自身の体の状態を理解
し透析導入への重症化を予防します。
自分自身の体の状態を知ることで、生活習慣の改善を自らが自覚し
て、行動の変容と自己管理を行い、健康的な生活を維持できるよう
専門的な見地からサポートを行います。

達成度評価

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針)

A・B・C・D

達成度

　国民健康保健被保険者については、所得の低い方の加入者が多く、高齢化もしており６５歳以上の加入者が、３
３．２％を占めている状況にある。医療技術の進歩などにより医療費給付費が高騰し、国保の運営状況は非常に厳
しい状況となっている。後期高齢者が年々増加することに伴い、後期高齢者医療費拠出金も増加している。
　医療費の抑制を図るためには、まず、健診を受けていただき、早期発見及び保健指導・助言による疾病予防対策
に努めているが、一人ひとりの意識改革と習慣病予防対策などを地道に行なっていくことが必要である。

若いうちから、生活習慣病の予防対策を進
め、糖尿病等が発症する前の段階で歯止めを
かけることができれば、医療費の増加を抑制
することが可能となり、被保険者の生活の質
（ＱＯＬ：quality of life）の向上にもつな
がります。町では、健康寿命の延伸を目指し
て、経年変化を含めた健診結果を核とした保
健指導を進めており、そのためにも、定期的
に健診を受診していただくように受診機会の
確保とともに、広報、個人通知などあらゆる
機会を利用して、趣旨の普及、健診率の向上
に努めていきます。

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

A・B・C・D A・B・C・D・E



（単位：千円）

１-４-２
老人保健特別会計（Ｈ
２３～一般会計）

健康保
険課

　老人保健法に基づき国民の自助と連携により国
民の老後における健康の保持と適正な医療の確保
を図る。

68

１-４-２
国民健康保険特別会
計

健康保
険課

　国民健康保険法に基づく国民健康保険制度は相
互扶助の精神にのっとり、病気や怪我、出産及び死
亡の場合に保険給付を行う。

3,492,727

１-４-２
国民健康保険特別会
計繰出金

健康保
険課

　国民健康保険法に基づく国民健康保険制度は病
気や怪我、出産及び死亡の場合に保険給付を行
う。

318,627

１-４-２
国民健康保険健診事
業（人間ドック）

健康保
険課

　大津町国民健康保険被保険者の疾病の早期発
見、早期治療を図り、もって被保険者の健康管理に
寄与すると共に医療費の抑制を目的とする。

17,500

１-４-２
国民健康保険保健事
業（鍼灸施術補助）

健康保
険課

　町が指定した施術担当者が大津町の国民健康保
険被保険者に行う「はり術、きゅう術の施術」に対し
被保険者一人、一日一回当たり1,000円の補助を行
う。
　ただし、補助の限度は一人当たり年間30回とす
る。

966

１-４-２
後期高齢者医療保健
事業（鍼灸施術補助）

健康保
険課

町は指定した施術担当者が大津町後期高齢者医
療被保険者に行う、はり術、きゅう術の施術に対し
被保険者一人一日一回当たり1,000円の補助を行
う。
　ただし、補助の限度は一人当たり年間30回とす
る。

1,006

１-４-２
後期高齢者医療特別
会計

健康保
険課

　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき国民
の自助と連携により国民の老後における健康の保
持と適正な医療の確保を図る。

269,923

１-４-２
後期高齢者医療費（一
般会計）

健康保
険課

　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき国民
の老後における健康の保持と適正な医療の確保を
図る。

398,899

１-４-２
特定健診・特定保健指
導事業

健康保
険課

　高齢者の医療の確保に関する法律第19条により
40歳以上74歳までの国保被保険者を対象に生活習
慣病（内臓脂肪症候群該当者）及び予備軍を減少さ
せるための健診及び保健指導を行う。

16,087

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算



1 ‐ 5 ‐ 1

1 担当課

1 ‐ 5 担当者

千円 千円 千円 千円 669 千円 284,083 千円

現状値 24年度 26年度

単位:％

43.4 40.4 40.1

66.7% 62.1% 61.7%

平成２７年度　基本事業評価調書

成
果
指
標
④ 達成度

実績値

実績値

達成度 59.8%

達成度

64.9%

実績値

成
果
指
標
② 達成度

目標値

達成度

23年度

成
果
指
標
③

成
果
指
標
⑤

目標値

目標値

実績値

目標値

実績値

特定健診を含め健診全般の受診
率向上を図るため、未受診者対
策、広報等による健診の効果、
重要性を引き続き啓発する。

42.2

　住民は生活習慣病など様々な病気や感染症等にさらされています。がん検診受診率と死亡率減少効果は関連性が
ありがんの重症化予防はがん検診の受診によるところが大きいと考えられています。受診率の向上が今後も健康づ
くりの課題であり、健康寿命の延伸に影響するものです。
【平成２６年度】検診項目　受診者数　受診率 目標値（国）【参考】特定健診受診率（確定値）
　　　　　　　　大腸がん　 2,456人　26.0%　　40%　　　　　・平成２１年度　43.4%
　　　　　　　　肺がん 　　2,597人　27.5%　　40%　　　　　・平成２２年度　42.2%
　　　　　　　　胃がん 　　1,467人　15.5%　　40%　　　　　・平成２３年度　40.4%
　　　　　　　　子宮頸がん 2,062人　27.4%　　50%　　　　　・平成２４年度　41.2%
　　　　　　　　乳がん　　 1,807人　31.8%　　50%　　　　　・平成２５年度　40.1%
【参考】平成２３年度      　【参考】平成２４年度　　　　　【参考】平成２５年度（クーポン最終年度）
　大腸がん　　1,891人　29%　　大腸がん　　1,802人　25%　　大腸がん　2,490人　25%
　肺がん 　　 3,039人　47%　　肺がん　　　2,812人　32%　　肺がん　　2,704人　30%
　胃がん 　　 1,241人　19%　　胃がん　　　1,467人　16%　　胃がん　　1,581人　17%
　子宮頸がん　1,845人　35%    子宮頸がん　2,079人　39%　　子宮頸がん2,279人　42%
　乳がん　　　1,658人　41%　　乳がん　　　1,824人　44%　　乳がん　　1,964人　47%

38.9

起債

41.2

65

その他

14,473

一般財源

達成度に対する担当課コメント25年度

国県補助金

成果指標等

うち一般財源

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

312,933 千円 299,156299,556 0

27年度

27年度予算額

基本事業名

施策の大綱

施　　策 町民の健康づくりと地域医療の充実

成
果
指
標
①

自分の健康状態
を知り、生活習
慣改善を認識す
る人の割合（特
定健診受診率）

目標値

63.3%

26年度決算額

基本事業の目標

基本事業を取り巻く現況と課題

左の財源内訳

和田しおり

健康保険課

町民の健康づくり

地域社会とともに進める安心と安らぎのまちづくり

・住民が心身ともに健康な生活をおくることができる。
がん発症のリスクを高める生活習慣は循環器疾患や糖尿病の危険因子と同様であるため循環器疾患や糖尿病への取
り組みとしての生活習慣の改善が、結果的にはがんの発症予防につながり健康寿命の延伸のため。

構成事務事業

・母子保健事業　・地域救急医療対策事業　・予防接種事業 ・健康増進事業
・食品監視活動補助金 ・新型インフルエンザ発熱外来事業　・保健衛生事業費
・養育医療費　・自殺対策推進事業

事務事業名

総事業費



C 方向性 B

C 方向性 B

方向性

方向性

Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

達成度評価

達成度評価

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

A・B・C・D・EA・B・C・D

A・B・C・D外部評価（評価委員会の意見）

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針)

クーポン対象者の変更に伴い、受診率の減少
に影響していると考える。今後より一層の受
診勧奨、啓発活動を行う必要がある。また、
がん検診とともにがんの発症の要因となる生
活習慣は、社会保障費の大きな部分を占め、
町民の経済的負担の一つであり、安心した生
活を阻むものである。町民が健診を受診し体
の様態を正しく理解しそれぞれのライフス
テージに応じた健康づくりができるよう引き
続き支援していく。

達成度

健康寿命の延伸を目指し、生活習慣病の重症化予防に努めている。まず、健康診断の受診率を向上させ、早期発
見・早期治療につながるように、啓発・周知に努めている。受診後の結果を、住民の方に分かりやすく伝える方法
と、自分の体の健診数値を知り、気づいた方の生活習慣の改善を促している。
健診の受診率向上のために、受診勧奨を今後どのように行っていくか、個人配布やアプローチの仕方など検証を行
いながら健康づくり推進計画に基づき健康増進と発症予防に努めていきます。

A・B・C・D・E

がん発症のハイリスクとされる生活習慣病の重症化予防、また健診
受診の促進をより強化し、受診への普及啓発を行っていきます。ま
た、町民自身が自分の体についての理解を深め、積極的に健康づく
りに取り組めるよう個々人への支援を行っていきます。
医療費や社会保障費等の伸びを抑え、住民の生活の安定や質の向上
に寄与するため、国保医療係や他課との連携を強め、レセプトや予
算等データ分析を行い、町の現状に合わせＰＤＣＡサイクルに基づ
いた事業展開を行っていきます。

『今後の課題と取り組み方針』

担当課評価（達成度の確認と分析） A・B・C・D達成度評価 A・B・C・D・E

『目標達成状況に対する総合的所見』



（単位：千円）

１-５-１母子保健事業
健康保
険課

母子保健法に基づく乳幼児健診、妊婦・新生児訪
問指導、マタニティセミナー、離乳食セミナー、妊婦
健診助成等の実施

55,359

１-５-１
地域救急医療対策事
業

健康保
険課

在宅当番医制事業（一次救急医療）の運営委託及
び病院郡輪番制病院運営事業（二次救急医療）の
運営負担金による地域救急医療体制維持

2,728

１-５-１予防接種事業
健康保
険課

定期・任意の予防接種について、すべて個別接種
（医療機関委託）を実施。県外や、委託医療機関へ
は償還払いにて補助をしている。

167,020

１-５-１健康増進事業
健康保
険課

　総合健診、がん検診（胃・子宮・乳・大腸・肺・前立
腺等）の実施。
　健診(検診)結果に伴う各種指導の実施。

55,437

１-５-１食品監視活動補助金
健康保
険課

食品衛生に関する指導等活動費に対し助成を行う
ことで、町内の食品衛生の質の向上を図る。

80

１-５-１
新型インフルエンザ発
熱外来事業

健康保
険課

　新型インフルエンザまん延期において感染拡大を
防止するために臨時的に診療所を設置する。
大津町新型インフルエンザ等対策行動計画（第2
版）に基づき、業務継続計画及び発熱外来マニュア
ルの改訂及び実施訓練を行う。

12

１-５-１
子育て・健診センター
費

健康保
険課

子育て・健診センター施設管理運営 4,700

１-５-１保健衛生事業費
健康保
険課

母子保健法、健康増進法、予防接種法に基づく事
業の事務

3,118

１-５-１養育医療事業
健康保
険課

母子保健法第20条の規定により養育のため病院ま
たは診療所に入院加療が必要な未熟児及び全身
状態不良等の特定の状態を呈する児に対して必要
な医療の給付を行う

10,287

１-５-１自殺対策推進事業
健康保
険課

看護師等の医療専門職を活用して、自殺の社会的
要因となる生活相談と心の健康に関する相談への
対応を行う。

495

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算



1 ‐ 5 ‐ 2

1 担当課

1 ‐ 5 担当者

千円 千円 千円 千円 0 千円 156,474 千円

現状値 24年度 26年度

単位:％

25 31.7 29.2

80% 63.1% 68.5%

一般財源

154,712

達成度に対する担当課コメント27年度23年度

14,737

うち一般財源

基本事業名

施策の大綱

施　　策

基本事業を取り巻く現況と課題

健康保険課

・こどもの疾病の早期治療を促進し、その健康の保持及び健全な育成と子育て支援を図る。

構成事務事業

26年度決算額

大塚　昌憲町民の健康づくりと地域医療の充実

　少子高齢化社会と言われて久しい中で、子育て支援対策の一環として、満１５歳（中学３年生）まで、こども医
療費の助成を行っています。当町では人口の増加に伴い、子どもの数も増加して助成額も年々増加しています。
　また、多重・頻回受診による医療費の増加も課題となっています。
（平成２５年１２月から、小学６年生までを中学３年生までに対象を拡大）

基本事業の目標

左の財源内訳

・こども医療費助成事業

27年度予算額
総事業費

171,211

70.9%

20

82.0%

25年度

24.4 24.1 28.2

83.0%

目標値

実績値

達成度

171,140 千円

実績値

実績値

達成度

成
果
指
標
⑥

達成度

成
果
指
標
③

目標値

目標値

実績値

達成度

達成度

目標値

平成２７年度　基本事業評価調書

成
果
指
標
④

こども医療の充実

地域社会とともに進める安心と安らぎのまちづくり

目標値

実績値

達成度

多重・頻回受診の抑制について
は、健診や保健師に訪問活動を
通じて継続的に取り組んでいく
必要があると考えます。

１月あたり２回
（２つの医療機
関）以上の受診
割合

事務事業名

成
果
指
標
①

成果指標等

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

0

国県補助金 起債 その他

成
果
指
標
②

実績値

成
果
指
標
⑤

目標値



B 方向性 B

B 方向性 B

方向性A・B・C・D外部評価（評価委員会の意見）

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針)

達成度評価

『目標達成状況に対する総合的所見』

A・B・C・D

『今後の課題と取り組み方針』

担当課評価（達成度の確認と分析）

A・B・C・D・E

安心して医療を受けることができるこども医療の助成は、子育て支
援の中で最も重要な施策の一つであり、継続が求められるものだと
考えます。そのためにも、適切な受診をしていただくよう検診等の
機会をとらえた広報、相談窓口の活用や保健師による訪問活動の充
実に努めていきます。

対象児童の拡大に伴い、医療費についても増加している。子どもの健康保持と健全なる成長促進のためと子育て世
代の経済的な支援のためには必要なものです。しかし、受診時の医療費支払の無料による「コンビニ受診」となら
ぬように、適正受診の啓発に努めていきます。

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

A・B・C・D・E達成度評価

A・B・C・D・E

前年度　評価委員会の意見【健康保険課】

・健康寿命を伸ばすには、乳幼児期から継続して、食生活と運動の大切さを町民に伝えていくことが重要。乳幼児
健診や幼・保・小学入学時は親へ、中学生・高校生には家庭科の授業で、栄養のとり方と健康づくりは教えていく
べき。その後のよりよい生活習慣につながると思う。

・多種、頻回受診の抑制をさらに取り組んで欲しい。

方向性

Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

達成度

A・B・C・D

平成２５年１２月診療分から助成対象を中学
３年生まで拡大しています。また、熊本県内
の外来医療機関については、「健康保険証」
と「こども医療受給者証」を医療機関の窓口
に提示することで、自己負担額の支払いの必
要がないため、住民の利便性の向上につな
がっています。

達成度評価



（単位：千円）

１-５-２こども医療費助成事業
健康保
険課

少子化対策の一環として、15歳まで医療費の一部
負担金の助成を行い、子育て家庭の経済的負担の
軽減を図り、子育て支援を行う。

171,211

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算



4 ‐ 2 ‐ 1

4 担当課

4 ‐ 2 担当者

千円 千円 千円 千円 0 千円 4,000 千円

現状値 24年度 26年度

単位:％

７５.４ ７８.８ ８２．８

94.3% 98.5% 100.0%

単位:％

６.３ ８．６５ １０．３

63.0% 80.7% 100.0%

構成事務事業

事務事業名

・環境保全協定の締結と適切な運用管理の推進
・住宅用太陽光発電システム設置補助制度

26年度決算額
27年度予算額

左の財源内訳

総事業費 うち一般財源

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

平成２７年度　基本事業評価調書

基本事業名 自然環境の保全と活用

施策の大綱 魅力的で快適な生活環境づくり 環境保全課

基本事業の目標

　豊かな自然環境に囲まれながら生活することができる。

施　　策 地球環境との共生 伊東　正道

基本事業を取り巻く現況と課題

　今世紀最大の環境問題ともいわれている地球温暖化がこのまま進めば、海面水位の上昇（水没危機：1993年以降
年間3.1mm上昇）、異常気象の増加（豪雨や干ばつ）、穀物生産の減少（食糧危機）、生態系への影響など、町民
の生活はもとより人類の存続自体を脅かす事態が危惧されます。
　都市化の進展や生活様式の多様化などにより、地下水や豊かな緑などの自然環境が少しずつ損なわれつつありま
す。また、地球温暖化対策は世界規模で取り組むべき大きな社会問題となっています。

25年度 27年度 達成度に対する担当課コメント

国県補助金 起債 その他 一般財源

3,699 千円 2,359 4,000 0 0

成果指標等 23年度

成
果
指
標
①

地球温暖化防止
のための行動を
３つ以上してい
る人の割合

目標値 ８０.０

順調に設置数が伸びてきてい
る。ただし、昨年度までと比較
して今年度からは設置数の伸び
が少なくなっている。

実績値 ７．０

引き続き、地球温暖化防止に向
け、普及啓発を行い、住民に節
電・省エネを実践してもらうよ
う努めていく。

実績値 ７６．６ ８２．５

達成度 95.8% 100.0%

９．５ １１．１

達成度 70.0% 95.0% 100.0%

成
果
指
標
④

目標値

成
果
指
標
③

成
果
指
標
②

太陽光発電シス
テム設置率

目標値 １０.０

実績値

達成度

目標値

達成度

実績値

達成度

成
果
指
標
⑤

目標値

実績値

実績値

達成度

成
果
指
標
⑥

目標値



A 方向性 B

B 方向性 B

方向性

達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

『目標達成状況に対する総合的所見』 『今後の課題と取り組み方針』

方向性 Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

 大津町は豊かな自然環境に恵まれている。阿蘇外輪山の一角を占める北向谷原始林や東部に広がる原野から広大
な山林そして畑作地帯、南部は白川流域に田園地帯が広がっている。このような恵まれた自然を適切な管理などで
保全し、次の世代へ引き継いでいかなくてはならない。一方、地球規模で進む温暖化は、記録的な集中豪雨災害
が、各地で発生するなどその影響が見られる。町では、温暖化対策として二酸化炭素（CO2）などの温室効果ガス
を発生しない再生可能エネルギーの導入を進めており、住宅用太陽光発電については一定の導入成果が出ている。
そして今年度以降、農業用水路での水力発電、下水処理場でのバイオガス発電、体育館での地中熱利用等、地域資
源を活用した設備の整備を予定または計画中である。今後も引き続き地球温暖化対策に向け、節電・省エネ、そし
て再生可能エネルギーの普及に取り組んでいく。
　また、温暖化防止は、人類の責務であり一人ひとりが心掛けて、少しずつでも環境改善に取り組むことで、その
効果が期待できる。今後も積極的に広報啓発を進めていきたい。

外部評価（評価委員会の意見） 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

達成度

平成１９年度以降、国・県が住宅用太陽光設
置に対して補助を開始し、途中東日本大震災
があり、平成２４年７月からは固定価格買取
制度の開始により、住宅用太陽光設置が大幅
に伸びた。そのため、町の当初計画も前倒し
に達成した。設置費用は当初に比べると安く
なったとは言え、１００万円以上かかる状況
だが、設置数が伸びているということは、町
民の節電・省エネ意識の高まりと考える。

今年度は、昨年度までと違い、設置数の伸びが少なくなってい
る。国・県補助の廃止や、買取価格の引下げが要因と思われる。
一方で、住宅用太陽光は住民が身近にできる節電・省エネ対策で
ある。今年度は、より節電意識を高めるために「スマートメー
ターまたはＨＥＭＳ」を必須条件とした。
今後とも住民でできる節電・省エネを様々な形（普及啓発・補
助）で推進していきたいが、どのような方法が節電・省エネの取
組みにインセンティブになるのか、検討課題となる。

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針) 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

担当課評価（達成度の確認と分析）



（単位：千円）

４-２-１
新エネルギー等推進
事業（省エネ補助）【旧
太陽光補助】

環境保
全課

・住宅用太陽光発電システムの設置費の補助を行
い、太陽光発電の普及を図る。
・平成27年度からは、住宅用の省エネシステムとし
て、「燃料電池システム設置補助」（エネファーム）
と、「ガス熱電供給システム設置補助」（エコウィル）
の補助を開始し、家庭での省エネ化を促進する。

4,000

４-２-１
住宅用太陽光発電シ
ステム設置補助金

環境保
全課

・住宅用太陽光発電システムの設置費の補助を行
い、太陽光発電の普及を図る。
・１ＫＷあたり１０，０００円、上限５０，０００円

4,000

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算



4 ‐ 2 ‐ 2

4 担当課

4 ‐ 2 担当者

千円 千円 千円 千円 415 千円 113,863 千円

現状値 24年度 26年度

単位:件

０ ０ ０

100.0% 100.0% 100.0%

単位:カ所

９ ８ １０

100.0% 80.0% 100.0%

施　　策 地球環境との共生 伊東　正道

基本事業を取り巻く現況と課題

　大津町は、水道水源を湧水と深井戸に依存しているため、地下水が減少したり汚染されれば、町民は健康かつ文
化的な生活を営むことができなくなります。
　町民の生活と産業活動に欠かすことのできない豊かな水資源を保全するため、地下水保全・涵養や河川水等の浄
化に取り組んでいます。

平成２７年度　基本事業評価調書

基本事業名 水資源の保全と活用

施策の大綱 魅力的で快適な生活環境づくり 環境保全課

基本事業の目標

　豊富な水量と良好な水質により、安心して生活や産業活動を行うことができる。

構成事務事業

事務事業名

・広葉樹の森、環境の森等の植林及び天然林等の整備
・白川中流域の水田湛水事業　・合併浄化槽設置補助事業
・雨水浸透桝設置補助事業　・河川水質検査の実施
・し尿の適正処理

26年度決算額
27年度予算額

左の財源内訳

総事業費 うち一般財源

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

成果指標等 23年度 25年度 27年度 達成度に対する担当課コメント

国県補助金 起債 その他 一般財源

100,953 千円 100,913 114,278 0 0

成
果
指
標
①

水不足による断
水、節水及び水
道水汚染事故件
数

目標値 ０

今回は2ヵ所で基準値に達しな
かった。引き続き、水質検査を
行うことで、一時的なことか経
常的に水質に問題があるのか、
分析したい。

実績値 ７

今後とも事故等なく生活用水を
確保できるよう、関係機関とも
連携し努めていく。実績値 ０ ０ ０

達成度 100.0% 100.0% 100.0%

１０ ８

達成度 70.0% 100.0% 80.0%

成
果
指
標
④

目標値

成
果
指
標
③

成
果
指
標
②

河川ＢＯＤ基準
達成カ所数

目標値 １０

実績値

達成度

目標値

達成度

実績値

達成度

成
果
指
標
⑤

目標値

実績値

実績値

達成度

成
果
指
標
⑥

目標値



A 方向性 B

B 方向性 B

方向性

達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

『目標達成状況に対する総合的所見』 『今後の課題と取り組み方針』

方向性 Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

　熊本は、豊かな地下水に恵まれているが、水を育む環境を保全し、維持していくことは重要な課題である。熊本
県としても地下水と農業を守る条例を制定し、地下水の維持・保全を重要施策と位置づけている。町では、広葉樹
の森や環境の森の整備をはじめ、公共下水道、農業集落排水事業など水質保全等の取組みも行ってきている。地下
水涵養では、白川中流域の水田淡湛水事業が大きく貢献している。また、今年度からは、真木地区の冬水田んぼ事
業も本格的に開始する予定。良好な水資源を今後も維持していくために、町民の意識啓発のため広報、情報提供を
引き続き行っていきたい。

外部評価（評価委員会の意見） 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

達成度 Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

　今回は、ＢＯＤ基準値が２ヵ所達成できな
かった。１ヶ所はわずかに上回った程度だっ
たが、もう１ヶ所は大きく上回った。
一時的な結果なのか、経常的に問題があるの
か、今年９月に検査を実施したので、その結
果を見ながら、分析を行いたい。

　今後も定点観測により水質検査を継続することで、町内の水環
境を調査するとともに、熊本の良好な飲料水を支えている地下水
や地下水を育む環境を維持し、次世代へつなげていく。
公益財団法人くまもと地下水財団などの関係機関と連携しなが
ら、地下水涵養や水質保全について啓発を行っていく。

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針) 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

担当課評価（達成度の確認と分析）



（単位：千円）

４-２-２
家庭用雨水浸透ます
設置事業

環境保
全課

　家庭用雨水浸透ます設置者に対して設置費用の
一部補助を行う。（１基１０，０００円、限度額４０，００
０円、４基まで）。
※くまもと地下水財団から事業費全額の補助があ
る。

120

４-２-２
菊池広域連合負担事
業【し尿】

環境保
全課

　し尿処理を広域で行う菊池広域連合（一部事務組
合）に対して運営費の一部を負担する（平成１７年８
月から菊池広域連合の運営開始）。

96,991

４-２-２
し尿運搬調整補助事
業

環境保
全課

　し尿処理施設が遠隔地であるため、し尿および浄
化槽汚泥運搬に対して運搬業者に運搬費用の一部
を助成する。

13,249

４-２-２ [環境の森] 事業
環境保
全課

　水資源確保のため広葉樹の植林、造林及び天然
林の整備を行う。

0

４-２-２雨水タンク設置事業
環境保
全課

　家庭用雨水貯水タンク設置者に対して設置費用
の一部補助を行う。
　（有効貯水量２００Ｌ以上：購入額の２分の１、１基
あたり上限３５，０００円）
　（有効貯水量２００Ｌ未満：購入額の２分の１、１基
あたり上限２４，０００円）
※くまもと地下水財団から事業費全額の補助があ
る。

295

４-２-２
環境衛生関係団体補
助事業

環境保
全課

菊池川流域９市町村が「菊池川流域同盟」として、
連携して菊池川の保全に取り組む

80

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算



4 ‐ 2 ‐ 3

4 担当課

4 ‐ 2 担当者

千円 千円 千円 千円 33,772 千円 351,426 千円

現状値 24年度 26年度

単位:㎏

１８３ １８３ １８４

96.7% 96.7% 96.2%

単位:％

１３.８ １２．９ １１．９

98.6% 92.0% 85.0%

施　　策 地球環境との共生 坂本経臣

基本事業を取り巻く現況と課題

　可燃性ごみを焼却する時には、二酸化炭素やダイオキシンが発生し、地球温暖化や大気汚染など環境に悪影響を
与えます。また、ごみが増えれば処理費用の町民負担も大きくなります。
　大量生産・大量消費・大量廃棄の社会が見直され、近年は地球環境の保全に対する関心が高まり、ごみの減量化
やリサイクルの必要性も広く認識されてきています。町では、人口の増加に伴いごみの総排出量も増加しており、
一人当たりごみ量もわずかではありますが増加の傾向にありますので、一人当たりのごみ排出量を減らす取り組み
が必要だと考えております。

平成２７年度　基本事業評価調書

基本事業名 資源循環型社会の形成

施策の大綱 魅力的で快適な生活環境づくり 環境保全課

基本事業の目標

　ごみが少ない環境にやさしいリサイクル社会となる。

構成事務事業

事務事業名

・ごみ減量化と資源物リサイクルの推進
・地域環境美化活動の推進
・出前講座やごみ分別説明会による環境問題等啓発の推進

26年度決算額
27年度予算額

左の財源内訳

総事業費 うち一般財源

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

成果指標等 23年度 25年度 27年度 達成度に対する担当課コメント

国県補助金 起債 その他 一般財源

285,418 千円 244,641 385,198 0 0

成
果
指
標
①

町民１人当りの
年間ごみ排出量

目標値 １７７

リサイクル率が低下している状
況であり、対応が必要である。

実績値 １３．６

一人当たりのごみ排出量が若干
増加している。ごみを出さない
工夫やごみ減量化に対する意識
啓発を行い目標値へ近づける取
り組みが必要である。

実績値 １８１ １８３ １８５

達成度 97.8% 96.7% 95.7%

１２．２ 11.8

達成度 97.1% 87.1% 84.3%

成
果
指
標
④

目標値

成
果
指
標
③

成
果
指
標
②

資源リサイクル
率

目標値 １４.０

実績値

達成度

目標値

達成度

実績値

達成度

成
果
指
標
⑤

目標値

実績値

実績値

達成度

成
果
指
標
⑥

目標値



C 方向性 B

C 方向性 B

方向性

達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

『目標達成状況に対する総合的所見』 『今後の課題と取り組み方針』

方向性 Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

　ごみの減量化と再資源化の取り組みは、環境の面はさることながら財政的な面からも必要な事業である。ごみ減
量化は、住民一人ひとりの取り組みの成果であるので、横ばいの状況を打破するためにも広報啓発をより工夫する
などして成果を上げていきたい。
　また、資源物リサイクルを推進するためにも、再生資源集団回収団体を増加させたい。

外部評価（評価委員会の意見） 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

達成度 Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

　住民の方から出るゴミの量は横ばいの状況
であり、少しでも減らしてもらうように広報
啓発が必要である。リサイクル率については
低下の一方なので、原因を分析し効果的な対
応を行う必要があると考える。いずれにして
も粘り強く広報啓発を行う￥うようにするべ
きである。

ここ数年住民一人当たりのごみの量は概ね同程度で推移している
ことから、ごみ量抑制のために新たな取り組みとして、これまで
の４Ｒの促進、分別の徹底、生ごみの排出抑制、の他に、物を買
いすぎないことについての啓発を模索したい。生ごみについては
ひと絞りなどにより水分を減らすことによるごみ減量の啓発をす
すめたいと考えている。
リサイクル率が年々低下しているためその要因を分析し、リサイ
クル向上の取り組みに努める必要がある。

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針) 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

担当課評価（達成度の確認と分析）



（単位：千円）

４-２-３
菊池環境保全組合負
担事業

環境保
全課

　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づ
き、一般廃棄物の処理業務を近隣２市２町で構成す
る一部事務組合（菊池環境保全組合）で実施する。

179,853

４-２-３
ごみ収集運搬業務委
託事業

環境保
全課

　家庭から排出される一般廃棄物の収集運搬業務
委託。

75,573

４-２-３一般廃棄物処理事業
環境保
全課

　一般廃棄物の発生抑制・減量化を目指し、分別回
収の徹底を図り資源物のリサイクルを推進する。

32,716

４-２-３
ごみ減量化、資源化事
業

環境保
全課

　再生資源集団回収団体の活動支援や生ごみ処理
機の購入補助等を行うことで、ごみの減量化、資源
化を推進する。

7,349

４-２-３
グリーンリサイクル事
業

環境保
全課

　樹木の剪定小枝等をチップ状態にし、リサイクル
資源として活用する。

962

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算



4 ‐ 2 ‐ 4

4 担当課

4 ‐ 2 担当者

千円 千円 千円 千円 1,280 千円 6,790 千円

現状値 24年度 26年度

単位:件

２０３ １６５ １３２

64.0% 79.0% 98.5%

施　　策 地球環境との共生 坂本経臣

基本事業を取り巻く現況と課題

　公害苦情（騒音、振動、悪臭）をはじめ、不法投棄や近隣トラブルの問題など、多種多様の苦情や相談が多く、
内容によっては平穏な生活ができない場合もあります。
　平成２６年度の苦情件数は１７５件で、前年度から４３件増加しておりますが、その多くは解消に至っておりま
す。

平成２７年度　基本事業評価調書

基本事業名 公害の防止と地球環境保全の促進

施策の大綱 魅力的で快適な生活環境づくり 環境保全課

基本事業の目標

　公害の苦情や相談がなく快適な生活環境である。

構成事務事業

事務事業名

・環境保全協定の締結の推進
・各種公害等苦情に対する適正な処理

26年度決算額
27年度予算額

左の財源内訳

総事業費 うち一般財源

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

成果指標等 23年度 25年度 27年度 達成度に対する担当課コメント

国県補助金 起債 その他 一般財源

1,987 千円 764 8,190 120 0

成
果
指
標
①

環境に関する苦
情や相談の件数

目標値 １３０

実績値

空き地、野焼きの苦情、その他
の小さな苦情が増加している。
出来るだけ記録を残すようにし
ている事も要因の一つと考え
る。

実績値 １２５ １７５ １７５

達成度 100.0% 74.3% 74.3%

達成度

成
果
指
標
④

目標値

成
果
指
標
③

成
果
指
標
②

目標値

実績値

達成度

目標値

達成度

実績値

達成度

成
果
指
標
⑤

目標値

実績値

実績値

達成度

成
果
指
標
⑥

目標値



B 方向性 B

B 方向性 B

方向性

達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

『目標達成状況に対する総合的所見』 『今後の課題と取り組み方針』

方向性 Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

　「公害」は、(1)大気の汚染、(2)水質の汚濁、(3)土壌の汚染、(4)騒音、(5)振動、(6)地盤の沈下(7)悪臭に
よって、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずること、とされている。最近、微小粒子状物質（PM2.5）による
大気汚染の問題が、深刻化してきている。
　町での苦情の件数は、不法投棄や近隣トラブルの相談など苦情の件数そのものは減っているが、その増減はあく
までひとつの目安に過ぎない。早めの対応を行うとともに、類似の苦情が発生するようなケースについては広報等
を利用し未然に防ぐ取り組みも必要と考えている。

外部評価（評価委員会の意見） 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

達成度 Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

屋外焼却については、焼却を行う予定の方か
ら電話が入るなど、基本的に禁止となってい
ることが浸透してきていると思われ、そのこ
とが苦情発生の抑制に寄与していると思われ
る。

　苦情については、個人の主観によるものも多く見られる。ま
た、相談件数のみで住環境が豊かになっているという判断では安
易だと思われるので、今後も一般的に苦情になりやすい物につい
ては広報誌等による啓発を行い苦情が寄せられた件については速
やかに対処を行う。

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針) 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

担当課評価（達成度の確認と分析）



（単位：千円）

４-２-４狂犬病予防事業
環境保
全課

　狂犬病予防法に基づき畜犬登録及び狂犬病の予
防注射を実施するとともに、野犬の増加防止のた
め、畜犬の避妊・去勢手術の助成を行い、狂犬病の
発生を予防する。

1,280

４-２-４水質等分析調査事業
環境保
全課

　町内の河川、湧水等の水質調査を実施する。 173

４-２-４環境衛生事業
環境保
全課

　各種公害等（騒音・振動・悪臭）の防止及び公害等
発生時における適正な対応。

1,431

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算



4 ‐ 6 ‐ 2

4 担当課

4 ‐ 6 担当者

千円 千円 千円 千円 24,713 千円 0 千円

現状値 24年度 26年度

単位:％

－ － ー

－

70 70

65.7 65.6 65.2

93.7% 93.1%

96 96

95.5 98.8 99.1

102.9% 103.2%

20 20

20.0 23.5 20.4

117.5% 102.0%

構成事務事業

事務事業名

・公営住宅の管理事業（入居相談・使用料納付相談・駐車場の運営・住宅修繕・住宅内の空地管理指導
等）

26年度決算額
27年度予算額

左の財源内訳

総事業費 うち一般財源

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

平成２７年度　基本事業評価調書

基本事業名 公営住宅の管理

施策の大綱 魅力的で快適な生活環境づくり 住民課

基本事業の目標

　住宅に困窮する低額所得者に低廉な家賃で賃貸することを目的に設置し、既存公営住宅の長寿命化計画に基づき
修繕等を行い、住宅セーフティネットの核として、安全・安心な住生活を町民に提供することを目標としていま
す。

施　　策 住宅の整備 荒牧　修二

基本事業を取り巻く現況と課題

　近年、高齢者・身障者等の入居相談では、エレベーターのある団地(段差のない)や低層階への要望があるが、空
きがなかなか出ないため、募集は、年間数戸程度しかできない状況です。
　建築後３０年以上経つ公営住宅が大半を占めており年々修繕費が増加する傾向にある中、入居者の入れ替え時に
点検を行い、適切な時期に予防保全的な修繕を行うことで、居住性・安全性等の維持・向上を図り、入居者が健康
で文化的な生活を営めるよう管理していくことが課題です。
　また、既存入居者は、高齢世帯（年金生活者の増加）及び賃金体系の変化による派遣社員の増加等により安定し
た仕事に就けないなど低所得世帯が多くなり使用料支払いの相談が増加している。

25年度 27年度 達成度に対する担当課コメント

国県補助金 起債 その他 一般財源

26,081 千円 0 24,713 0 0

成果指標等 23年度

成
果
指
標
①

町営住宅入居者
の満足度

目標値

新規入居者及び滞納整理が出来
た入居者に対して積極的に働き
かけ推進する。実績値 65.8

都市計画課と連携・協力し住宅
環境の管理に努め、満足度の向
上を推進する。実績値 － － ー

達成度

66.8 67.3

達成度 94.0% 95.4% 96.1%

成
果
指
標
④

使用料収納率
（過年度）

目標値 20 20 20

成
果
指
標
③

使用料収納率
（現年度）

成
果
指
標
②

口座振替の推進 目標値 70 70 70

現状の収納率が保てるよう入居
者に接触し、滞納額が増えない
ように努める。実績値 98.1 99.3 33.83

達成度 102.7% 104.0% 35.2%

目標値 95.5 95.5 96

達成度

悪質滞納者に対しては訴訟を検
討し、滞納額の減少に努める。

実績値 23.8 27.5 12.24

達成度 119.0% 137.5% 61.2%

成
果
指
標
⑤

目標値

実績値

実績値

達成度

成
果
指
標
⑥

目標値



B 方向性 B

B 方向性 B

方向性

達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

『目標達成状況に対する総合的所見』 『今後の課題と取り組み方針』

方向性 Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

　町営住宅８１６戸の管理を行っている。あけぼの団地は、建築後、相当の年数が経過し経年劣化が進んでいるた
め、本年度より順次改修を行う。他の住宅についても、適切な管理修繕等を実施していきたい。
　また、家賃滞納者との接触に心掛け相談に応じるとともに公平・公正な住宅使用料の徴収に努めていきたい。

外部評価（評価委員会の意見） 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

達成度 Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

収入が少なく、住宅に困窮している入居相談
者や入居者の要望に対応できるよう修繕等を
行い、住民のニーズに合った住宅の整備を進
める。
　また、住宅使用料滞納世帯の減少に努め、
公正・公平な収納により町営住宅管理運営を
維持する。

・快適な生活が過ごせるよう都市計画課と連携し修繕を行う。
・公営住宅等長寿命化計画に基づき管理を行う。
・生活弱者に対応するため福祉課・包括支援センター等との連携
を図る。
・滞納世帯に対し納付相談や臨戸訪問等を行い滞納額の減少に努
める。

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針) 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

担当課評価（達成度の確認と分析）



（単位：千円）

４-６-２
町営住宅管理事業（使
用料滞納整理）

住民課
　町営住宅の管理運営を維持するための住宅使用
料の収納業務。

1,748

４-６-２
町営住宅管理事業（修
繕費）

住民課 町営住宅の管理運営を維持するための修繕費。 22,965

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算



4 ‐ 7 ‐ 1

4 担当課

4 ‐ 7 担当者

千円 千円 千円 千円 0 千円 0 千円

現状値 24年度 26年度

単位:％

１００ １００ １００

100.0% 100.0% 100.0%

施　　策 上下水道の整備 伊東　正道

基本事業を取り巻く現況と課題

　矢護川地区簡易水道では、単独経営が困難であるため、平成２３年１０月までに大津菊陽水道企業団へ経営統合
されました。
　真木地区では水道企業団から給水を受けていない世帯が多数あり、安全性が懸念されます。真木地区は水道企業
団の給水区域であるが、約３分の２の世帯は未加入の状況であり、組合営の簡易水道事業による給水ということ
で、安全・安心な給水の点で不安が残ります。

平成２７年度　基本事業評価調書

基本事業名 上水道の整備

施策の大綱 魅力的で快適な生活環境づくり 環境保全課

基本事業の目標

　安全な水道水がいつでも安心して使える。

構成事務事業

事務事業名

・大津菊陽水道企業団との協力体制確保
・真木地区簡易水道組合と水道企業団の経営統合
・簡易水道整備事業

26年度決算額
27年度予算額

左の財源内訳

総事業費 うち一般財源

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

成果指標等 23年度 25年度 27年度 達成度に対する担当課コメント

国県補助金 起債 その他 一般財源

0 千円 0 0 0 0

成
果
指
標
①

町内の上水道普
及率

目標値 １００

実績値

上水の供給ができている。

実績値 １００ １００ １００

達成度 100.0% 100.0% 100.0%

達成度

成
果
指
標
④

目標値

成
果
指
標
③

成
果
指
標
②

目標値

実績値

達成度

目標値

実績値

達成度

成
果
指
標
⑥

目標値

実績値

達成度

成
果
指
標
⑤

目標値

実績値

達成度



方向性

方向性

方向性

町民への上水の給水は大津菊陽水道企業団だが、今後とも大津菊陽水道企業団と協力体制を確保していく。

外部評価（評価委員会の意見） 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

真木地区簡易水道組合と水道企業団の経営統合

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針) 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

担当課評価（達成度の確認と分析） 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

『目標達成状況に対する総合的所見』 『今後の課題と取り組み方針』

前年度　評価委員会の意見【環境保全課】

・町民一人当たりのごみ排出量が増加、又、資源リサイクル率が低下している事は、重大なことです。町民の意識
を向上すれば、お金もかからず環境に良い町ができることを、何かの行事をするたびに町民にPRする事が必要だと
思う。学校では、環境教育・資源ゴミの分別が行なわれているのだから、地域住民に広げる努力、やり方を工夫す
べきだと思う。ごみ排出量が減ると、その処理費用で図書館の本が増えますとか、目に見える効果、対策を町民か
ら募集してやってみるのもいいのでは。

・再生可能エネルギーに対しては考慮する必要有り。

・ゴミステーションなどから資源ゴミ（せっかく分別した袋）を、ごっそり持ち去る者の取締りパトロール強化
を、引き続き続けてほしい。

達成度 Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

方向性 Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他



5 ‐ 1 ‐ 6

5 担当課

5 ‐ 1 担当者

千円 千円 千円 24,770 千円 3,831 千円

現状値 24年度 26年度

単位:枚

４２６ ５２３ ６３５

53.3% 65.4% 79.4%

単位:件

２１３ ３７０ ４１８

42.6% 74.0% 83.6%

単位:％

６５ ６８ ７９

86.7% 90.1% 100.0%

成
果
指
標
⑤

目標値

実績値

達成度

成
果
指
標
④

目標値

実績値

達成度

成
果
指
標
③

窓口サービスの
住民満足度

目標値 ７５ 実績値は、平成26年11月から12
月までに行った窓口アンケート
の集計結果です。実績値 ６５ ７２ ７３

達成度 86.7% 96.0% 97.3%

成
果
指
標
②

公的個人認証発
行件数

目標値 ５００ インターネットを活用した行政
サービス取得が目的で、e-taxで
の所得税の申告等に利用されて
います。実績値は平成27年9月30
日の累計です。

実績値 ３３４ ４１４ ４５５

達成度 66.8% 82.8% 91.0%

成
果
指
標
①

住民基本台帳
カード発行数

目標値 ８００ 運転免許証やパスポート等の公
的証明書を持たない住民の本人
確認用として利用されていま
す。
実績値は平成27年9月30日の累計
です。

実績値 ４５７ ５８７ ６６０

達成度 57.0% 73.4% 82.5%

25,818 千円 2,515 29,472 871 0

基本事業の成果指標とその目標・実績値等

成果指標等 23年度 25年度 27年度 達成度に対する担当課コメント

26年度決算額
27年度予算額

左の財源内訳

総事業費 うち一般財源 国県補助金 起債 その他 一般財源

平成２７年度　基本事業評価調書

基本事業名 住民サービスの改善・向上

施策の大綱 改革と分権の時代の新たな行財政運営 住民課

施　　策 行政運営の充実・強化 大隈　寿美代

基本事業を取り巻く現況と課題

・住民が各種証明書申請の請求取得や異動届出等を行う際に、丁寧で迅速な住民サービスを推進するために、待ち
時間の短縮とワンストップサービスの充実を図っています。
・仕事をしている人や高齢者等すべての住民が行政サービスを受ける為には、いつでも、どこからでも、各種証明
書を取得できるようなサービス環境を整備する必要があります。
・住民の相談内容が多様化するなか、町が住民相談の窓口として果たす役割が大きくなり、プライバシーに配慮し
た相談窓口の改善が望まれます。

基本事業の目標

　住民が、いつでも、どこからでも住民票や印鑑登録証明書などの公的証明が請求取得でき、役場は、住民にとっ
て、安心して相談できる身近なところとなっている。

構成事務事業

事務事業名

・町民相談事業
・総合窓口化の推進事業



B 方向性 B

B 方向性 B

方向性

・基本事業の達成状況、今後の方向性や改善策、成果指標、事務事業などに関する意見

達成度 Ａ：予定(見込)以上　　Ｂ：ほぼ予定どおり　　Ｃ：やや遅れている　　Ｄ：大幅に遅れている

方向性 Ａ：充実又は拡大　　Ｂ：現状　　Ｃ：縮小又は見直し　　Ｄ：廃止又は休止　　Ｅ：その他

 住民課は、町の顔、総合窓口として、その対応が役場業務全体に影響する。証明書の発行から相談業務まで幅広
いが、スムーズな窓口対応が求められている。特に、相談については、限られた空間ではあるが、プライバシーの
観点からも十分な配慮が必要である。
　また、住民サービスの観点から、今後マイナンバー法の施行に伴い、コンビニ等を活用した証明書の発行なども
検討する必要がある。
　アンケート調査で住民の満足度を量っており、その結果に基づいたサービス向上に努めたい。

外部評価（評価委員会の意見） 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

担当課評価（達成度の確認と分析） 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

『目標達成状況に対する総合的所見』 『今後の課題と取り組み方針』

　総合窓口・フロアマネージャー・職員間の
声かけや、関係課との連携により、概ね住民
の満億できる行政サービスを行っている。

　窓口業務は、迅速であることと同時に法令を遵守した正確性が
要求されている。これを踏まえて、住民サービスに努めることが
重要であり、住民基本台帳法や戸籍法だけでなく、税法（税条
例）への理解も必要となっている。
　平成26年度は証明書等の発行枚数は前年比98.4％と多少減って
はいるものの、３月から６月の転入・転出の多い時期は個別対応
に時間がかかり、カウンター数も限りのあることから、利用者の
待ち時間も長く、課題が残る。また、住民相談窓口としても、プ
ライバシーに配慮したカウンター等が必要である。
　平成27年10月からマイナンバー法が施行し、今後、窓口のあり
方の検討が必要である。

部長評価(担当課の評価を踏まえた部長の方針) 達成度評価 A・B・C・D A・B・C・D・E

前年度　評価委員会の意見【住民課】

・窓口サービスの住民満足度の上昇は大いに評価できるし、評判もいい。更に向上できるよう続けて欲しい。　３
～６月の多忙期は総合窓口に加えてフロアマネージャーなど役場の総合力を発揮して欲しい。　窓口サービスの役
割りは、町の顔としてもたいへん大きいもの。

・窓口サービスの対応に満足している人が増えていることは、行政側の努力の賜物だと思う。住民票が休日でも午
前中のみ交付可能になれば急用の場合安心できる。



（単位：千円）

５-１-６町民相談事業 住民課
　生活をしていくうえで、住民が身近に相談できる役
場として、相談サービス業務を実施する。

998

５-１-６
戸籍総合システム事
業

住民課 戸籍事務の処理を電算で行う。 5,412

平成27年度　事務事業一覧

施策の
体系

事務事業名 所属 事務事業の内容
H27年度
予算


